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令和６年 11 月 19 日 

全国二地域居住等促進官民連携プラットフォームの共同代表ならびに事務局とな

りました 

 

二地域居住等の更なる促進に向け、オンライン・オフラインの両面から、優良事例の横展開、

官民のマッチング、民間による案件形成、中長期的な課題への対応の検討・提言等を実施する

プラットフォームとして、国土交通省内に設けていた「二地域居住等促進協議会」を発展的に

改組し、「全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム」が設立されました。 

（令和 6 年 10 月 29 日設立） 

設立に伴い、那須町が、「全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム」の共同代表※

に選任されました。 

また、共同代表に選任されたことから、互選により那須町が事務局となりました。 

なお、組織内の加盟自治体の中では、唯一栃木県が県庁をはじめ、県内全ての自治体が加盟

しておりますので、県内の地域間交流を深め、連携し、官と民が手を携えて、更なる二地域居

住の魅力の発信と推進を図ってまいります。 

主な活動内容 

〇二地域居住等の促進に関する施策、事例等の情報の交換と共有、発信  

〇二地域居住等の促進に共通する具体的課題等について対応方策の協議・検討 

〇二地域居住等の促進に係るノウハウ等の周知・普及、機運醸成  

〇二地域居住等の促進のための実践的な政策検討・提言  

〇二地域居住等の促進のための官民のマッチング  

〇その他 

※共同代表：長野県、和歌山県田辺市、栃木県那須町、 

（株）ANA ホールディングス、（一社）シェアリングエコノミー協会 

※会員 906 団体（地方公共団体 709 団体、民間事業者等 197 団体）R6.10.29 現在 

 

 

 

◇本件に関する問い合わせ先 

課・局名 係名 電 話 E-mail 

ふるさと定住課 リビングシフト推進室 0287-72-6955 livings@town.nasu.lg.jp 

 


